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資料編



検討会での議論
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検討にあたってベースとした考え方



3



県内人口の推移（全体）
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・富山県の人口は、全国より 10年早い 1998（H10）年をピークに減少に転じる。
・年齢３区分別の人口構成では、65歳以上が拡大する一方、15歳未満は減少が続いており、人口構成が変化。

（出典）総務省統計局「人口推計」、富山県「人口移動調査」（いずれも各年10月1日現在）※2024.9は9月1日現在

997

（千人） （千人）

富山県のピーク
1998年（H10）年

1,126千人

日本のピーク
2008年（H20）年

128,084千人
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将来推計（富山県・全体）
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県内の人口分布の状況と将来推計

（出典）1980年：都市構造可視化計画によるデータを Google Earth上で表示
2020年～2060年：国土数値情報 1kmメッシュ別将来推計人口データ（R6国政局推計）による人口メッシュをGoogle Earth上で表示 6

1980年、2020年、2060年の人口メッシュを経年で見ると、かつて中心部等に集中していた人口が
広いエリアに拡散し、人口減少とあいまって人口の低密度化が進行している。

凡例

1000人未満

1000人～
2000人未満

2000人～
4000人未満

4000人～

１９８０年

２０６０年

２０２０年

この地図に含まれるデータのプロバイダ:
Landsat / Copernicus
Data Japan Hydrographic Association
Data SIO, NOAA, U.S. Navy, NGA, GEBCO

この地図に含まれるデータのプロバイダ:
Landsat / Copernicus
Data Japan Hydrographic Association
Data SIO, NOAA, U.S. Navy, NGA, GEBCO

この地図に含まれるデータのプロバイダ:
Landsat / Copernicus
Data Japan Hydrographic Association
Data SIO, NOAA, U.S. Navy, NGA, GEBCO



富山県人材確保・活躍推進本部資料１（古谷星斗氏講演資料）を加工

人口減少・世帯数増加の労働需要への影響（例）

・人口は減少する一方で、核家族化等の影響により、世帯数は増加傾向にある。
・必要な行政サービスは人口減少に単純には比例しないものもある。
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未来（将来世代）へつなぐ視点



人口密度と行政コスト

（出所）内閣府「令和３年度 年次経済財政報告 ―レジリエントな日本経済へ：強さと柔軟性を持つ経済社会に向けた変革の加速― 」
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人口密度と行政コストの間には、人口密度が高いほど一人当たり行政コスト
は小さくなる傾向がある。
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経過年数が51年以上の主な施設合計
経過年数

類型
30年
以下

31～
40年

41～
50年

51年
以上

県庁舎本館、富山総合庁舎、高岡総合庁舎39133716行政施設

177640福祉施設

県営富山野球場、県営富山武道館122442スポーツ施設

農林水産総合技術センター(農研本館・作業場)、
富山県創業支援センター、環境科学センター(管
理棟・研究棟)

34101365産業系施設

県民会館、県立図書館、教育文化会館167423文化施設

有峰青少年の家、呉羽少年自然の家102242宿泊施設

1078113850公営住宅

143542公舎

43001その他

25355486981合計
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公共施設（建物）の老朽化の進行状況等

51年以上
81

50～41年
69

40～31年
48

30～21年
35

20～11年
9

10年以下
11
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県有施設等の状況
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県内の主な橋梁一覧 （七大河川に架かる主な橋）

凡 例

県管理橋のうち、
２０００年以降竣工

国・NEXCO管理
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県管理橋梁更新費用について

想定される県管理橋梁更新費用（あくまで試算用）

１ 橋長100m以上（歩道橋除く）
橋 梁 数：168橋
事 業 費： 100～300ｍ：20億円／1橋

300ｍ～ ：90億円／1橋

２ 橋長15m以上100m未満（歩道橋除く）
橋 梁 数：607橋（計21,150m）
事 業 費： 平均35ｍ：10.5億円／１橋

15

架替所要額（試算）

168橋の試算
計 6,790億円

607橋の試算
計 6,345億円

計 約１.３兆円/100年



架設年次別 点検結果別 橋梁数（県管理）

橋長100m以上

橋梁数：168橋

橋長15m以上100m未満

橋梁数：607橋

富山県管理 橋梁数(100m以上)

富山県管理 橋梁数(15m以上100m未満)
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■ Ⅰ 健全
■ Ⅱ 予防保全段階
■ Ⅲ 早期措置段階
■ Ⅳ 緊急措置段階

架設50年経過橋数
2025年 74橋
→2035年 111橋

架設50年経過橋数
2025年 312橋
→2035年 452橋

橋年齢
50歳超





•






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県の道路事業予算と橋梁修繕更新

18

29,847

20,467

1,214



19（出所）2025.7.31第２回未来へつなぐ行政サービスのあり方検討会資料を加工

公共施設等に要する費用
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本県農業の課題―県農業職の減少、年齢のアンバランス―
○募集数に対して採用数が減っており、欠員が生じている
○年齢構成は50代以上が約50%（R7）とアンバランス

富山県庁 農業職職員数推移（実員） 富山県庁 農業職職員募集・受験・採用数推移
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○市町村の農業担当職員は145人と県の農業職職員数より少ない
○また、農業職の採用が少なく、13市町村で農業職職員数が0人である

市町村農業担当課職員数（土地改良、林務を除く）農業職の採用状況
・13市町村で農業職の配置がない。
（主な理由:専門的な技術は
農林振興センターやJAが対応）

・R５～R７の農業職採用数 ２名（富山市）
・専門職がおらず、３年程度で他部局に異動する
ため、知識、経験、農家の実態を把握している
農林振興センター職員と連携すれば効果的

県農林振興センター農業職との連携
＜連携又は連携強化すれば、より効果があがる業務(例)＞
・新規就農相談への対応
・地域計画の実現や見直しに向けた協議
・土地柄にあった農業技術の普及
・国・県の補助事業や制度資金などの活用による
農業経営体の基盤強化

・地域や農業者からの相談内容やその対応についての
タイムリーな情報共有

うち農業職農業担当職員数市町村名
1639富山市
013高岡市
010魚津市
06.5氷見市
06滑川市
06黒部市
014砺波市
05小矢部市
012南砺市
06射水市
11舟橋村
06上市町
07立山町
07入善町
06朝日町
17144.5計

（人）

本県農業の課題―市町村農業担当職員の現状―
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災害対応の課題―農業土木職の現状①―

富山県庁 農業土木職職員数推移（実員）
151 148 153 157 158 160 161 162 161 163 163

0

100

200

本庁 農林振興センター 研究所（農総セ） その他(ダム・専従)

R7R6R5R4R3R2R1H30H29H28H27H26農業土木職
（翌年度採用数）

－48447567896採用数

－01012020434うち農学部

○県の農業土木職職員は微増傾向。ただし近年は農学部を卒業した採用者が減少している

富山県庁 農業土木職採用数推移

年齢構成
（実員）

※R12～R22は推計

（人）
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H29
H28
H27

20代 30代 40代
（人）
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災害対応の課題―農業土木職の現状②―
災害
職員数市町村

２朝日町

２入善町

２黒部市

４滑川市

３魚津市

技術職
員数

土地
改良区

1砺波市

5庄西用水

1庄東用水

2南砺市

2庄川上流

災害
職員数市町村

４富山市

７富山市
大沢野

2上市町

3立山町

３舟橋村

技術
職員数

土地
改良区

4氷見市

2高岡市

1福岡町

1小矢部市

1小矢部川
上流

3射水平野

2呉羽射水
山麓用水

市町村及び土地改良区の災害対応技術職員数

○県内の土地改良区のうち、上市町・舟橋村管内
及び本表未掲載の36箇所（全体の約6割）
は技術職員が不在であり、事務職員及び所管の
市町村職員が災害対応している

（職員数は国設立状況調査及び県調べ）

市町村数：15
土地改良区数：
63

災害
職員数市町村

3氷見市

3高岡市

５小矢部市

３射水市

災害
職員数市町村

2砺波市

3南砺市

技術
職員数

土地
改良区

2朝日町

2入善

4黒部川左岸

1滑川中部

5早月川沿岸

2魚津市

技術
職員数

土地
改良区

3牛ヶ首

5常西用水

1杉原

1井田川水系

1藤ヶ池

0上市町
上市川沿岸

1立山町

0舟橋村
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農業分野における行政サービスのあり方 対応の方向性

（１）我が国の食料安全保障上のリスク
国内人口は減少しているが、世界的な食料需要が高まる一方で、気候変動などによる不作、地域紛争など、

過度に輸入に頼るシステムでは食料安全保障上の懸念がある。

（２）本県農業の課題
①温暖化が進み、生産者の減少が見込まれる中、高温耐性品種の切り替え、園芸振興、スマート農業技術の
活用による生産性の向上、儲かる経営体の育成、耕作者不在の農地の解消など、地域計画の実現に向けて、
地域の実状に寄り添った支援が求められている。

②専門性の高い農業技術職の確保やインフラの老朽化が課題となるなか、より効率的な対応が求められる。

（３）災害対応の課題
災害が激甚化・頻発化する中、県職員、市町村職員、土地改良区の技術職のマンパワーが不足している。

（１）通常時 限られた人員の中で、農業振興政策の質的向上と効率化を図るため、県と市町村の役割分担の
現状を整理し、オール富山で取り組むためのあり方を検討
また、合同研修等により高い技術力を持ち、災害対応能力のある農業土木職員を育成

（２）災害時 県庁が司令塔としての役割を明確化するとともに、状況によっては被災していない市町村や
土地改良区の協力も得て支援する体制を構築

１ 現状・課題まとめ

２ 対策の方向性
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検討会での議論の整理①（全体）

総論から各論への落とし込みと、各論の積み上げによる総論の確立を並行して実施（国の動きも注視）
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➢

☟

➢
☟

➢
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➢ データに基づく意思決定と優先順位付け

➢ AI・デジタル技術の活用と、人が担うべき分野・領域の人材育成・確保

➢ 資源の共有・集約化と、分野横断による機能強化（必要な機能は何か）

➢ サービス量にこだわらず、質を高める発想

➢ 単純に減らすのではなく、相応に、最適化する発想への転換

➢ 人口減少に適応し、また、時代に合った、⾧期・未来志向の投資を尊重

➢ 利用者、特に将来の利用者視点への転換（何を求めているのか）

➢ オール富山での全体最適と個別最適の両立（総論と各論を常に意識）

➢ つくって終わりではなく、将来の県民の実感までを、一体として考える

➢ 官だけでなく民も含め、県内（県民、事業者等）にもたらすメリットに配慮

➢ 夢や希望があるウェルビーイングな未来を、前向きに描く

➢ 実行体制を整え、「できるところから着手する」姿勢と柔軟な見直し

➢ 変化や事例を「見える化」しながら、県民及び行政側の当事者意識を醸成

検討会での議論の整理① （全体に共通する視点）



➢

➢

➢
➢
➢

➢
➢
➢

これまでの議論や視点を参考に、その他の行政分野や領域も含め、対応策を検討していくことが必要
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検討会での議論の整理②（ソフト面・ハード面）



データの収集、分析による
情報の共有と見える化

➢優先順位づけ、ルール化

デジタル等の技術で効率化

➢ 創出された時間や
余力でサービス向上

競争から、共存・共創による
リソースの確保・活用

これまでの議論から見えてきた方向性（イメージ①）
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オール富山の視点による
統合・集約、機能強化

（省インフラ、共用・共有の視点、
官官役割分担・官民連携の視点）

（未来志向の新たな投資）

ソフト・ハード両面で

サービスの受け手、
将来の利用者の視点で

事務を減らす、まとめる、
担い手を広げる、生産性を高める

A,C機能
の一部

これまでの議論から見えてきた方向性（イメージ②）

31

C機能
の一部


